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１ ワンポイント・インフォメーション

（各種様式については、当ホームページからダウンロードすることができます。）
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２ 産業分類表
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３ 労災保険率表

(令和 6年 4月 1日現在) 

事 業 の 種 類

の 分 類

事 業 の
種 類 の
番 号

事 業 の 種 類 労災保険率

林 業
02 又は

03 林業 52／1,000 

漁 業
11 海面漁業（定置網漁業又は海面魚類養殖業を除く。） 18／1,000 

12 定置網漁業又は海面魚類養殖業 37／1,000 

鉱 業

21 金属鉱業、非金属鉱業（石灰石鉱業又はドロマイト鉱業を除く。）又は石炭鉱業 88／1,000 

23 石灰石鉱業又はドロマイト鉱業 13／1,000 

24 原油又は天然ガス鉱業 2.5／1,000 

25 採石業 37／1,000 

26 その他の鉱業 26／1,000 

建 設 事 業

31 水力発電施設、ずい道等新設事業 34／1,000 

32 道路新設事業 11／1,000 

33 舗装工事業 9／1,000 

34 鉄道又は軌道新設事業 9／1,000 

35 建築事業（既設建築物設備工事業を除く。） 9.5／1,000 

38 既設建築物設備工事業 12／1,000 

36 機械装置の組立て又は据付けの事業 6／1,000 

37 その他の建設事業 15／1,000 

製 造 業

41 食料品製造業 5.5／1,000 

42 繊維工業又は繊維製品製造業 4／1,000 

44 木材又は木製品製造業 13／1,000 

45 パルプ又は紙製造業 7／1,000 

46 印刷又は製本業 3.5／1,000 

47 化学工業 4.5／1,000 

48 ガラス又はセメント製造業 6／1,000 

66 コンクリート製造業 13／1,000 

62 陶磁器製品製造業 17／1,000 

49 その他の窯業又は土石製品製造業 23／1,000 

50 金属精錬業（非鉄金属精錬業を除く。） 6.5／1,000 

51 非鉄金属精錬業 7／1,000 

52 金属材料品製造業（鋳物業を除く。） 5／1,000 

53 鋳物業 16／1,000 

54 金属製品製造業又は金属加工業（洋食器、刃物、手工具又は一般金物製
造業及びめつき業を除く。）

9／1,000 

63 洋食器、刃物、手工具又は一般金物製造業（めつき業を除く。） 6.5／1,000 

55 めつき業 6.5／1,000 

56 機械器具製造業（電気機械器具製造業、輸送用機械器具製造業、船舶製
造又は修理業及び計量器、光学機械、時計等製造業を除く。）

5／1,000 

57 電気機械器具製造業 3／1,000 

58 輸送用機械器具製造業（船舶製造又は修理業を除く。） 4／1,000 

59 船舶製造又は修理業 23／1,000 

60 計量器、光学機械、時計等製造業（電気機械器具製造業を除く。） 2.5／1,000 

64 貴金属製品、装身具、皮革製品等製造業 3.5／1,000 

61 その他の製造業 6／1,000 

運 輸 業

71 交通運輸事業 4／1,000 

72 貨物取扱事業（港湾貨物取扱事業及び港湾荷役業を除く。） 8.5／1,000 

73 港湾貨物取扱事業（港湾荷役業を除く。） 9／1,000 

74 港湾荷役業 12／1,000 

電気、ガス、水道
又は熱供給の事業

81 電気、ガス、水道又は熱供給の事業 3／1,000 

そ の 他 の 事 業

95 農業又は海面漁業以外の漁業 13／1,000 

91 清掃、火葬又はと畜の事業 13／1,000 

93 ビルメンテナンス業 6／1,000 

96 倉庫業、警備業、消毒又は害虫駆除の事業又はゴルフ場の事業 6.5／1,000 

97 通信業、放送業、新聞業又は出版業 2.5／1,000 

98 卸売業・小売業、飲食店又は宿泊業 3／1,000 

99 金融業、保険業又は不動産業 2.5／1,000 

94 その他の各種事業 3／1,000 

 90 船舶所有者の事業 42／1,000 
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４ 適用事業所についての諸手続に関するＱ＆Ａ

Ａ 労働者を１人でも雇えば、労働保険（雇用保険＋労災保険）が適用されますが、貴社の

場合は一元適用事業に該当するため、はじめに、事業開始の日の翌日から起算して 10日

以内に「労働保険保険関係成立届」を、事業所の所在地を管轄する労働基準監督署に提出

します。 

上記の手続を行っていただいた後、受理印の押された労働保険保険関係成立届事業主

控及び確認書類等を添えて、「雇用保険適用事業所設置届」と「雇用保険被保険者資格取

得届」を、事業所の所在地を管轄するハローワークに提出することとなります。 

また、労働保険料の申告・納付も別途必要となりますのでご注意ください。 

(「労働保険関係成立届」の手続を行った後、または同時に手続を行います。） 

Ａ 社名（事業所名）や事業所の所在地を変更したときは、変更のあった日の翌日から起算

して 10 日以内に、「労働保険名称、所在地等変更届」を事業所の所在地を管轄する労働

基準監督署又はハローワークに、「雇用保険事業主事業所各種変更届」を、事業所の所在

地を管轄するハローワークに提出します（労働保険事務組合に手続を委託されている場

合には、まず労働保険事務組合にご連絡ください。）。 

具体的には、 

○ 一元適用事業の場合･････ 

はじめに移転後の所在地を管轄する労働基準監督署へ確認書類等を添えて「労働

保険名称、所在地等変更届」を提出します。その後、移転後の所在地を管轄するハ

ローワークへ確認書類等を添えて「雇用保険事業主事業所各種変更届」を提出して

ください。 

○ 二元適用事業の場合･････ 

雇用保険については、移転後の所在地を管轄するハローワークへ「労働保険名称、

所在地等変更届」、「雇用保険事業主事業所各種変更届」を、労災保険については、

移転後の住所地を管轄する労働基準監督署へ「労働保険名称、所在地等変更届」を

提出してください。 

Ｑ 事業を開始した時の手続は？ 

このたび、従業員１名を雇って食品を製造する会社を設立することになりました 

ので、新規加入の手続を教えてください。 

Ｑ 事業所の名称・所在地を変更した時の手続は？ 

このたび、当社では社名を変更し、同時に住所も同じ県内の○○市から△△市へ

移転することになりましたので、変更の手続を教えてください。 
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３ 労災保険率表

(令和 6年 4月 1日現在) 
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51 非鉄金属精錬業 7／1,000 

52 金属材料品製造業（鋳物業を除く。） 5／1,000 
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そ の 他 の 事 業
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91 清掃、火葬又はと畜の事業 13／1,000 
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98 卸売業・小売業、飲食店又は宿泊業 3／1,000 

99 金融業、保険業又は不動産業 2.5／1,000 

94 その他の各種事業 3／1,000 

 90 船舶所有者の事業 42／1,000 
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Ａ 可能です。 

訂正の方法については、手続を行ったハローワークへご相談ください。 

○ 被保険者に関するＱ＆Ａ

Ａ 雇用保険における年齢の数え方については、その者の出生日に対応する日（誕生日）の

前日において満年齢に達するものとして取り扱うこととしています。

今回のケースでは、誕生日の前日（＝10 月 11 日）をもって 65 歳に達したものとして

取り扱うこととなります。

また、保険年度の初日（４月１日）において 64 歳以上である者の労働保険料について

は、令和元年度末までは雇用保険分に相当する保険料が４月分から免除の取扱いとして

おりましたが、令和２年度からは一般の被保険者と同様に雇用保険分に相当する保険料

の徴収が必要となりました。

Ａ 雇用保険の加入要件は、次の要件をともに満たせば、「パート」や「アルバイト」とい

う名称、事業主や労働者の希望の有無にかかわらず、被保険者として加入していただく

必要があります。（暫定任意適用事業を除く（4 ページ参照））

① １週間の所定労働時間が 20 時間以上であること。

② 31 日以上の雇用見込みがあること。

Ａ 31 日以上の雇用見込みがある場合は加入が必要です。

雇用契約期間 1 か月の場合、暦の大の月については、契約更新条項の有無にかかわ

らず 31 日以上の雇用見込みがあるため、雇入れ日から加入が必要ですが、暦の小の

Ｑ 事業所の設置（廃止）日を誤って届け出た場合は？ 

先日提出した書類のうち、事業所の設置日を間違えて届け出てしまいました。 

この場合の変更手続は可能なのでしょうか。 

Ｑ 雇用保険における年齢の数え方は？ 

当社の従業員のうち、今年の 10 月 12 日の誕生日をもって 65 歳となる者がいま

す。この場合の届出や注意事項があれば教えてください。 

Ｑ パートやアルバイトの雇用保険の加入は？ 

当社では、正社員のみ雇用保険に加入していますが、パートやアルバイトについ

ては加入する必要がないと考えており、本人も加入を希望しておりません。 

パートやアルバイトであれば、加入しなくていいのでしょうか。 

Ｑ トライアル雇用契約の場合の雇用保険の加入は？ 

当社では、ハローワークの紹介を受けて雇用した者について、トライアル雇用を

実施することとしましたが、雇用保険への加入は必要でしょうか。 
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月は、31 日以上の雇用見込みがあれば加入が必要です。

※ トライアル雇用制度の概要については、管轄のハローワークまでお問い合わせく

ださい。

５ 被保険者についての諸手続Ｑ＆Ａ

Ａ 労働者が出向して、２以上の事業主と雇用関係ができたようなときは、その労働者が

生計を維持するに必要な主たる賃金を受ける一の雇用関係のみ被保険者として取り扱う

こととしています。

したがって、今回のケースは、賃金の４分の３を負担するＡ社が主たる事業主となり

ますので、引き続きＡ社の被保険者として取り扱うこととなります。ただし、この被保

険者が離職した場合には、被保険者となっているＡ社での賃金のみが、離職票の賃金に

　なお、次ページの「○出向に関する雇用保険の取扱いについて」もご参照ください。

）のでご注意ください。

Ｑ 出向社員の取扱いは？ 

Ａ社では、このたび社員を系列のＢ社に出向させることになりました。賃金は月

給の４分の３をＡ社が負担し、残りの４分の１をＢ社が負担する予定です。 

このような場合、社員は、どちらの被保険者となるのでしょうか。 

記載されることとなります（Ｂ社の賃金は記載されません。
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Ａ この場合の資格取得日は、４月１日となります。

資格取得届の「11.資格取得年月日」の欄には、事業主と本人との間で契約した雇用開

始日を記入していただくこととなります。特に、試用期間、研修期間、休日、祝日等があ

る場合には、間違いが大変起こりやすくなっていますので、十分注意してください。

Ａ 適用事業に雇用される労働者が、事業主の命により外国で勤務するような場合であ

っても、日本国内の適用事業との雇用関係が存続している限り、引き続き被保険者と

して取り扱うこととなります。

したがって、今回の場合には、本社から赴任する３名については、引き続き被保険

者として取り扱います。ただし、現地採用の１名については被保険者となりませんの

でご注意ください。

Ａ 「事業所別被保険者台帳」という請求のあった事業所に適用されている被保険者の

氏名や資格取得年月日が記載された台帳を提供いたします。

請求方法につきましては、事業所の所在地を管轄するハローワークにお問い合わせ

ください。また、社会保険労務士等を代理人として依頼することも可能です。

  なお、事業所別被保険者台帳の提供については、依頼をいただいた後、一定の時間

をいただく場合がありますので、あらかじめご了承願います。

Ａ 事業主は、新たに従業員を雇用したときは、被保険者となった日の属する月の翌月

Ｑ 外国で勤務する者の被保険者資格は？ 

当社では、このたび、アメリカのサンフランシスコに支店を開設することとなり

ました。当面、本社から３名を赴任させ、現地で１名を採用する予定です。 

海外の事業所に勤務する者の被保険者資格について、どのような取扱いとなるか

教えてください。 

Ｑ 雇用保険の加入状況について確認する方法は？ 

雇い入れている労働者について、雇用保険被保険者資格取得届の手続漏れがない

かを確認するためにはどうすればいいですか。 

Ｑ 雇用保険の手続漏れがあった場合には？ 

雇い入れている労働者について、雇用保険の手続漏れがあった場合、遡って被保

険者資格取得届の手続を行うことができますか。 

Ｑ 雇用保険被保険者資格の取得の年月日は？ 

当社では、４月１日付けで２名採用したのですが、今年は４月１日が日曜日であ

ったため、実際に出勤したのは４月２日となりました。 

この場合の資格取得日について、どのような取扱いとなるか教えてください。 
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2年間

10 日までに雇用保険被保険者資格取得届を提出していただくことになっています。

この手続が何らかの理由で漏れていた場合には、過去に遡って確認を行うことにな

りますが、被保険者となった日が、被保険者であったことの確認が行われた日から 2

年より前であった場合には、その確認が行われた日の 2 年前の日とみなすこととして

います。（雇用保険法第 14 条）

例えば、平成 31 年 4 月 1 日に雇い入れた者について、資格取得届の提出が漏れて

いたことがわかり、被保険者となったことの確認が、令和 5 年 4 月 1 日になって行わ

れた場合は、その 2 年前の日、すなわち令和 3 年 4 月 1日に被保険者となったものと

みなします。

※ 1           2 

※ 2 年を超える雇用保険の遡及適用について

事業主から雇用保険被保険者資格取得届を提出されていなかったために、雇用保険

に未加入とされていた方は、上記の図のとおり、被保険者であったことが確認された

日から 2 年前まで雇用保険の遡及適用が可能となっております。

平成 22 年 10 月 1 日以降は、事業主から雇用保険料を天引きされていたことが賃金

台帳や給与明細書等の書類により確認された方については、2 年を超えて雇用保険の

遡及適用が可能となりましたので、対象の方がいらっしゃるような場合につきまして

は、管轄のハローワークにご相談ください。

Ａ 雇用保険被保険者証は、被保険者であった期間の通算や、被保険者種類の決定など、適

正な失業等給付を行うためのもので、被保険者ごとに固有の番号が付与されていますの

で、本人が他の事業所へ転職した場合でも同じ番号を使用します。

このため、事業主の皆様におかれましては、労働者を雇用したときは、前職歴に注意

して、被保険者証の有無の確認を行っていただきますようお願いします。

雇い入れ日

平成 31 年 4月 1 日 

資格取得年月日

（被保険者となったとみなされる日）

令和 3年 4月 1 日 

確認が行われた日

令和 5年 4月 1 日 

Ｑ 雇用保険被保険者証とは？ 

従業員から、前の会社で交付を受けた被保険者証を持っていると聞きましたが、

現在の会社でも被保険者証を交付しています。注意事項があれば教えてください。 
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具体的な今回のようなケースは、前の会社で交付を受けた被保険者番号と、現在の会

社で交付した被保険者番号とを確認して、違う番号であれば、本人の不利益となる場合

があることから、速やかに被保険者番号の統合をしていただく必要があります。

万一、本人が被保険者証を紛失したときは、巻末付録の様式「雇用保険被保険者証再

交付申請書」を提出して再交付手続を行うこともできます。

雇用保険被保険者証や被保険者番号について、不明な点等あれば、お気軽にお近くの

ハローワークまでお問い合わせください。

Ａ 原則として、提出していただく必要があります。

平成 19 年の雇用保険法改正により、雇用保険の受給資格を得るために必要な被保険者

期間が離職理由によって異なることとなり、また、この離職理由については、直近の離

職理由を判定する取扱いとなったため、ごく短い期間の離職証明書であっても、離職者

の受給手続きに大きな影響を与える可能性があります。

また、明らかに受給資格がないと思われる離職票であっても、他の離職票をまとめる

ことにより受給資格を得られることがあるので、原則として、離職証明書の提出が必要

です。

なお、離職者が雇用保険の受給資格の決定を受ける際、必要な離職票の交付を受けて

いない場合には、ハローワークから事業主に対して、離職証明書の提出を求めることが

ありますのでご注意ください。

Ｑ 離職証明書の提出は？ 

当社で勤務していた従業員が２か月で退職してしまいましたが、雇用保険を受給

する資格がないと思われるため、離職証明書を提出する必要があるのでしょうか。 
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2年間

10 日までに雇用保険被保険者資格取得届を提出していただくことになっています。

この手続が何らかの理由で漏れていた場合には、過去に遡って確認を行うことにな

りますが、被保険者となった日が、被保険者であったことの確認が行われた日から 2

年より前であった場合には、その確認が行われた日の 2 年前の日とみなすこととして

います。（雇用保険法第 14 条）

例えば、平成 31 年 4 月 1 日に雇い入れた者について、資格取得届の提出が漏れて

いたことがわかり、被保険者となったことの確認が、令和 5 年 4 月 1 日になって行わ

れた場合は、その 2 年前の日、すなわち令和 3 年 4 月 1日に被保険者となったものと

みなします。

※ 1           2 

※ 2 年を超える雇用保険の遡及適用について

事業主から雇用保険被保険者資格取得届を提出されていなかったために、雇用保険

に未加入とされていた方は、上記の図のとおり、被保険者であったことが確認された

日から 2 年前まで雇用保険の遡及適用が可能となっております。

平成 22 年 10 月 1 日以降は、事業主から雇用保険料を天引きされていたことが賃金

台帳や給与明細書等の書類により確認された方については、2 年を超えて雇用保険の

遡及適用が可能となりましたので、対象の方がいらっしゃるような場合につきまして

は、管轄のハローワークにご相談ください。

Ａ 雇用保険被保険者証は、被保険者であった期間の通算や、被保険者種類の決定など、適

正な失業等給付を行うためのもので、被保険者ごとに固有の番号が付与されていますの

で、本人が他の事業所へ転職した場合でも同じ番号を使用します。

このため、事業主の皆様におかれましては、労働者を雇用したときは、前職歴に注意

して、被保険者証の有無の確認を行っていただきますようお願いします。

雇い入れ日

平成 31 年 4月 1 日 

資格取得年月日

（被保険者となったとみなされる日）

令和 3年 4月 1 日 

確認が行われた日

令和 5年 4月 1 日 

Ｑ 雇用保険被保険者証とは？ 

従業員から、前の会社で交付を受けた被保険者証を持っていると聞きましたが、

現在の会社でも被保険者証を交付しています。注意事項があれば教えてください。 
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確認書類の照合省略に係る申出書

事業主の名称を記載 事業所の名称を記載

（ ）に係る（ ）
雇用保険適用事業所番号を記載

（ ― ― ）について、以下の手続一覧に示す手続を行う際に、確認
書類の照合を省略できるよう申し出ます。
なお、この申出にあたり、申出者に係る以下の事項について確認及び同意します。

イ 過去１年にわたる、取扱実績からみて、被保険者に関する適正な事務処理が行われており、届書の
記載内容に信頼性が高いと認められるものであること。

ロ 雇用保険の事務処理遂行に係る組織・体制が構築されていること。
ハ 過去３年間にわたり、雇用保険関係の事務手続の処理に起因する不正受給等がなかったこと。
ニ 故意又は重大な過失により、雇用保険法その他労働関係法令に係る著しい違反を犯した事例がない

こと。
ホ 労働基準法に定める労働者名簿、出勤簿、賃金台帳等を完備していること。
ヘ 申出事業主に係る事業所において成立する保険関係に基づく前々年度より前の年度に係る労働保険

料を滞納していないこと。
ト 公共職業安定所の助言・指導等に適切に対応していること。
チ 公共職業安定所が行う事後のサンプリング調査に協力し、求められた確認書類を遅滞なく提出する

こと。
リ 上記イからチまでに該当していなかったことが明らかになった場合、又は該当しなくなることが明

らかになった場合に、この申出により認められた照合省略の確認が撤回されることがあること。

令和 年 月 日

公共職業安定所長 殿

事業主（又は代理人） 住 所

氏 名

《手続一覧》
(1) 雇用保険被保険者資格喪失届
(2) 雇用保険被保険者６０歳到達時等賃金証明書
(3) 雇用保険被保険者休業開始時賃金月額証明書
(4) 雇用保険被保険者所定労働時間短縮開始時賃金証明書
(5) 高年齢雇用継続基本給付金の支給申請
(6) 高年齢再就職給付金の支給申請
(7) 介護休業給付金の支給申請
(8) 育児休業等給付金（出生時育児休業給付金、育児休業給付金、出生後休業支援給付金及び育児時短
就業給付金）の支給申請
なお、(1)に添付される離職証明書については、⑦（離職理由欄）を除く離職証明書の⑧欄から⑫欄の

各欄に係る確認資料を省略する。
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確認書類の照合省略に係る申出書

事業主の名称を記載 事業所の名称を記載

（ ）に係る（ ）
雇用保険適用事業所番号を記載

（ ― ― ）について、以下の手続一覧に示す手続を行う際に、確認
書類の照合を省略できるよう申し出ます。
なお、この申出にあたり、申出者に係る以下の事項について確認及び同意します。

イ 過去１年にわたる、取扱実績からみて、被保険者に関する適正な事務処理が行われており、届書の
記載内容に信頼性が高いと認められるものであること。

ロ 雇用保険の事務処理遂行に係る組織・体制が構築されていること。
ハ 過去３年間にわたり、雇用保険関係の事務手続の処理に起因する不正受給等がなかったこと。
ニ 故意又は重大な過失により、雇用保険法その他労働関係法令に係る著しい違反を犯した事例がない

こと。
ホ 労働基準法に定める労働者名簿、出勤簿、賃金台帳等を完備していること。
ヘ 申出事業主に係る事業所において成立する保険関係に基づく前々年度より前の年度に係る労働保険

料を滞納していないこと。
ト 公共職業安定所の助言・指導等に適切に対応していること。
チ 公共職業安定所が行う事後のサンプリング調査に協力し、求められた確認書類を遅滞なく提出する

こと。
リ 上記イからチまでに該当していなかったことが明らかになった場合、又は該当しなくなることが明

らかになった場合に、この申出により認められた照合省略の確認が撤回されることがあること。

令和 年 月 日

公共職業安定所長 殿

事業主（又は代理人） 住 所

氏 名

《手続一覧》
(1) 雇用保険被保険者資格喪失届
(2) 雇用保険被保険者６０歳到達時等賃金証明書
(3) 雇用保険被保険者休業開始時賃金月額証明書
(4) 雇用保険被保険者所定労働時間短縮開始時賃金証明書
(5) 高年齢雇用継続基本給付金の支給申請
(6) 高年齢再就職給付金の支給申請
(7) 介護休業給付金の支給申請
(8) 育児休業等給付金（出生時育児休業給付金、育児休業給付金、出生後休業支援給付金及び育児時短
就業給付金）の支給申請
なお、(1)に添付される離職証明書については、⑦（離職理由欄）を除く離職証明書の⑧欄から⑫欄の

各欄に係る確認資料を省略する。
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事業主（個人番号関係事務実施者）による
本人確認（個人番号・身元（実在）確認）【概要】

　平成28年１月１日以降、以下の様式について、事業主が従業員から個人

番号を取得した上で様式に記入し、ハローワークに提出することが必要に

なります。

　事業主は、上記の届出等にあたり、以下のとおり従業員の個人番号の確認

と身元（実在）確認が必要です。

Ⅰ　雇入れ時などに運転免許証等により本人であることの確認をしている場合であって、

　Ⅱ　Ⅰに該当しない場合は、①又は②の方法で個人番号の確認と身元（実在）確認が
必要です。

の提出は不要です。

本人から直接対面で個人番号の提出を受ける場合は、身元（実在）確認のための書類

この場合には、次のいずれかの書類による個人番号の確認が必要です。

≪確認書類≫

マイナンバーカード / 通知カード / 個人番号の記載がある住民票の写し・住民票記載事項
証明書 など

①マイナンバーカード

②通知カード又は個人番号の記載がある住民票の写し・住民票記載事項証明書 ＋

（A）～（C）いずれか

（A）　以下の書類のいずれか一つ
運転免許証/運転経歴証明書/旅券/身体障害者手帳/精神障害者保健福祉手帳/
療育手帳/在留カード/特別永住者証明書

（B）　以下の書類のいずれか一つ
写真付き身分証明書/写真付き社員証/官公署が発行した写真付き資格証明書　など

（C）　（A）又は（B）が困難な場合は以下の書類から２つ以上
公的医療保険の被保険者証/年金手帳/児童扶養手当証書/特別児童扶養手当証書
など

※詳細は厚生労働省ホームページ「マイナンバー制度（雇用保険関係）」を参照してください。

※③ 高年齢雇用継続給付受給資格確認票・（初回）高年齢雇用継続給付支給申請書、④ 育児休業給付受給

資格確認票・（初回）育児休業給付金支給申請書、⑤ 介護休業給付金支給申請書は、平成28年２月16日以

降、原則として、事業主を経由して提出することとなりますので、労使協定を締結する必要はありません。ま

た、事業主は、番号法上の個人番号関係事務実施者として提出することとなりますので、今後、ハローワーク

において、代理権や本人の個人番号確認等は行いません。（詳細は厚生労働省ホームページ「マイナン

バー制度（雇用保険関係）」の「よくある質問（Ｑ＆Ａ）」を参照してください）。

○ 事業主が個人番号関係事務実施者として提出するもの（事業主において本人確認を
　  行うもの）

① 雇用保険被保険者資格取得届　② 雇用保険被保険者資格喪失届、③ 高年齢雇用継続給付

受給資格確認票・（初回）高年齢雇用継続給付支給申請書、④ 育児休業給付受給資格確認票・

（初回）育児休業給付金支給申請書、⑤ 介護休業給付金支給申請書
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